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（１）所管部署 （２）実施主体

（３）委託先 （４）学習支援スタッフ（１事業当たり平均人数）

雇用関係 

教諭（養護 

教諭含む）、 

保育士 

医師、保健

師、看護師 

臨床心理士、 

児童心理司 

（類似資格

含む） 

社会福祉士、 

精神保健福

祉士、児童福

祉司 

その他 資格なし 

雇用関係あり 
(給与あり) 

3 人 0 人 0 人 0 人 4 人 3 人 

雇用関
係なし 

交通費等実

費のみ支弁 
1 人 0 人 0 人 0 人 8 人 19 人 

無償のボラ

ンティア 
0 人 0 人 0 人 0 人 2 人 4 人 

 

（５）スタッフに対する研修 （６）実施場所

2.4

11.1

10.0

13.3

26.8

30.3

7.3

12.2

54.2

26.0

6.7

21.4

42.1

90.2

87.8

34.7

64.0

80.0

51.8

27.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

学校[N=41]

大学等の教育・研究機関[N=41]

社会教育施設（公民館、生涯学習センター等）

[N=72]

社会福祉施設（児童養護施設、特別養護老人

ホーム等）[N=50]

民間の学習塾[N=45]

ＮＰＯ、企業等の施設（学習塾を除く）[N=56]

その他[N=76]

実施あり（常時開設） 実施あり（一時開設） 実施なし



２ 支援対象者２ 支援対象者
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○ 事業の対象となる子どもの学年は、中学3年生が約95％で最も多いが、中学1年生、中学2年生が8割弱で、主に中学生が対象となって

いる。

○ 世帯要件は、生活保護受給世帯であることがもっとも多く85.3％、次いでひとり親世帯であることが12.2％、市町村民税非課税世帯

であることが6.4％である。なお、その他としては、生活保護受給世帯に準ずること、定性的に生活困窮が認められる世帯であること等

が挙げられている。

○ 居住地域要件は、事業実施拠点が所在する市区町村内とする自治体が多く、小学校、中学校区内としているところもみられる。

○ 対象者数は、21～50人がもっとも多く30.5％、次いで1～20人が28.4％であり、うち生活保護受給世帯の子どもの人数については、

1～20人がもっとも多く38.336.7％、次いで21～50人が32.0％となっている。

（１）対象となる子どもの学年 （２）世帯要件

（３）居住地域要件 （４）対象者数



３ 事業内容３ 事業内容
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○ 事業の内容としては、学校での学習事項の補習、復習が8割以上、次いで進学の受験指導や進路相談が多くなっている。
○ 事業実施に当たり、８割以上の自治体で利用料は徴収していないが、おやつ代や行事・イベント等の参加費などの実費については徴収して
いる例がある。

○ 事業への参画を促す方法については、生活保護のケースワーカーが声をかけている例が約8割を占めている。次いで、案内のハガキ等を個別
送付している（25.6％）、学校の教員やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等が声をかけている（18.6％）となっている。
なお、その他としては、相談員・支援員による声かけ、学校での案内状配布、メールマガジンによる周知等がある。

○ 一年間の事業費については、500～1000万円未満が23.9％ともっとも多く、次いで1～100万円未満及び1000万円以上が17.7％である。そ
のうち自治体負担額は、0円が68.3％ともっとも多く、次いで1～100万円が13.5％である。活用している国の事業としては、セーフティ
ネット補助金、要保護児童生徒援助費補助金、ひとり親家庭生活支援事業等が挙げられ、国負担額は500～1000万円未満が21.5％ともっと
も多く、次いで1～100万円が20.4％である。

（１）事業内容 （２）利用料の徴収

（３）参画促進の方法


